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研究成果の概要（和文）：社会的に排除された人びとの自立支援に取り組む労働統合的社会的企業の実践が、わが国に
おいて展開するための条件および可能性について検討することが本研究の目的である。とりわけ、長らく社会から断絶
されていた人びとの関係性の回復や働く意味の再発見といった包括的なキャリア形成／協同的エンパワメントといった
観点から、主に若者、ホームレス、障がい者雇用の領域で支援活動を展開する社会的企業を取り上げ、それらの実践が
地域的自立支援システムの構築に果す役割と可能性について実証的に明らかにすることをめざした。

研究成果の概要（英文）：The central objective of this research project is to explore the development condi
tion and potential of the Work Integration Social Enterprise (WISE) for supporting the independence of the
 socially excluded.  The analysis emphasises on the holistic and inclusive approach, which supports the pe
ople who has been facing multi-dimensional problems economically and socially, and in particular focuses o
n the recovering process of the relationships and trust to the others/community.  Through the comprehensiv
e research on the Workers' Cooperative movement in Japan, this project aims to establish the theoretical f
oundation for the study of the linkage between social enterprise discourse and community empowerment.

研究分野：

科研費の分科・細目：

時限

キーワード： 社会的排除　社会的包摂　社会的企業　社会教育　エンパワメント　正統的周辺参加　協同労働　コミ
ュニティ

共生・排除



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
鳩山民主党政権が打ち出した緊急雇用対

策（2009 年 10 月 23 日）では、地域社会を
基盤として、働きながら能力開発を進める仕
組みの充実が重視され、とくに雇用創出の担
い手としての「社会的企業」の活用がめざさ
れた。積極的労働市場政策の本格的展開とも
読み取れるこれらの政策的動向は、社会に貢
献する事業体としての社会的企業の成長を
後押し、とりわけ、多くの NPO や社会的企
業が生活困窮者を中心とした自立支援事業
に従事することになった。他方で、その期待
される役割が単なる雇用の創造に限定され
ることになれば、社会から排除されてきた
人々の自己決定権の制限を引き起こすとい
った矛盾的契機を内包しながら、多様な展開
をたどることが予想された。 
そこで本研究では、社会的排除からの回復

プロセスを就業に限定されない広義の自立
と捉え、とりわけ、①関係性の回復をともな
った意欲の回復を社会的自立の内実と理解
し、②これらの社会的自立と就業をトータル
に把握する先に職業的自立の回路を構想し
た。その上で、当事者の主体性と協同性の形
成をささえる地域的自立支援システムの担
い手としての社会的企業の実践的・理論的枠
組みの提起を試みることを課題として設定
した。 
 
２．研究の目的 
社会的に排除された人々の自立支援に取

り 組 む 労 働 統 合 的 社 会 的 企 業 (work 
integration social enterprise: WISE)の実践
が、わが国において展開するための条件およ
び可能性について検討することが本研究の
目的である。とりわけ、一般就労を一元的に
追求する移行支援や個人主義的アプローチ
をベースとした自立支援のツールとしてで
はなく、長らく社会から断絶されていた人び
との関係性の回復や働く意味の再発見とい
った包括的なキャリア形成／協同的エンパ
ワメントといった観点から、主に若者、ホー
ムレス、障がい者雇用の領域で支援活動を展
開する社会的企業に焦点をあて、それらの実
践が地域的自立支援システムの構築に果す
役割と可能性について実証的に明らかにす
ることをめざした。 
 
３．研究の方法 
本調査研究は、①我が国における労働統合

的社会的企業の全国的動向の把握にむけた
組織調査、②社会的企業による自立支援モデ
ルの構築に向けた当事者へのヒアリング調
査から成っている。前者では、主たる調査対
象として、わが国の典型的な当事者参加型社
会的企業である労働者協同組合（ワーカーズ
コープ）を取り上げた。それらを踏まえた質
的調査（後者）では、抽出した主要組織に対
するヒアリング調査を、当事者の参加・回復
（自立）プロセスおよび当事者を取り巻く地

域的支援システム形成過程に焦点を当てて
試みた。 
調査・検討には、教育学・社会学・経済学・

行政学を専門とする学際的な研究者との共
同作業と実務者との連携を軸にした協同的
省察アプローチを重視して取り組んだ。 
 

４．研究成果 
(1)社会的企業の現段階と労働統合的企業と
しての今日的特徴の解明 
わが国の労働統合的社会的企業の実態調

査に関しては、労働者協同組合とワーカー
ズ・コレクティブの全国動向把握にむけた組
織調査を実施し、障がい者や社会的引きこも
り若者などの就労困難者の自立支援にかか
わる事業が急速に増加している実態を明ら
かにした。また、自立支援「後」の移行（就
労）問題に着目して、社会的企業を①移行支
援型（訓練型）、②継続就労型、③混合型の 3
タイプに類型化し、就労支援に取り組む社会
的企業の今日的特徴・傾向の把握を試みた。
なかでも、移行支援型の多くが、自らの役割
を「つなぎの就労の場の提供」とは位置づけ
ておらず、実質的に混合型にシフトしている
ことが明らかになった。移行支援型から混合
型への転換は、自立支援後の就労のあり方を
問い直す契機となっており、結果として、雇
用に至るまでの能力形成だけでなく、「雇用
そのもの」にエンパワメントの契機を見いだ
す視点の重要性を浮かび上がらせている（論
文④⑪⑫、発表⑨⑩、図書②④⑤など）。 
 
(2)当事者エンパワメントの視点に立った自
立支援の枠組みに関する考察 
支援・被支援の関係を超えた自立支援の実

践的理論の枠組み構築に関しては、社会的排
除層の自立支援現場のヒアリング調査を通
して、協同エンパワメントに向けた正統的周
辺参加型アプローチ（レイブ＝ウェンガー
1993）を社会的企業論に適用する際の課題と
可能性を検討した。これらの考察を通して、
多様性を享受し合う柔軟な働き方の実現と
当事者の協同的主体化を可能とする条件の
解明を試みた。また、ヒアリング調査からは、
若者自立支援・就労支援「後」の生活・就労
に大きな困難性を抱えている当事者および
支援者の存在が大きくクローズアップされ
ることとなった（論文⑤⑩、発表⑥、図書②
など）。 
 
(3)社会的排除層の地域的支援システム構築
に関する検討 
上記の調査プロジェクトを通して、本研究

では、自立（支援）のプロセスが当事者の働
き方のみならず、支援者などを含めたともに
働く関係性やコミュニティとの関係を共時
的に変化させるエンパワメントプロセスと
して把握する枠組みの構築を試みた。社会的
排除層の自立支援と働き方の見直しに人間
発達の視点を織り込んだ社会的企業モデル
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の開発は、自立支援政策が制度疲労を起こし
つつある今日的状況においてますます重要
な検討領域になっていくものと思われる。望
むものは誰もが働くことのできる労働環境
の形成は重要な課題ではあるが、その実現を
同質性・均質性を前提とした雇用ではなく、
多様性を前提とした柔軟な働き方を通して
追求することが課題の中核部分に位置する
ことが明確になった。このことは、完全雇用
から完全従事社会への転換を実質化するう
えでも重要な視点であると考えられる（論文
①②、発表①③④⑤⑧、図書①など）。 
なお、実践者との共同アプローチを重視す

る本プロジェクトでは、その振り返りの機会
として、ワーカーズコープを事例とした若者
自立塾の実践分析と関係者（スタッフ、当事
者）との座談会（2012 年 2 月 28 日）を開催
し、最終年度には地域シンポジウム「埼玉に
おけるワーカーズ運動の地域的展開と協同
労働の展望－地域でともに生きる、ともに働
く」（2014 年 2月 8日）を実施した。 
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